
座間市 実践報告
生活困窮者自立支援支援制度の活用を通じた

居住支援への気づき

座間市マスコットキャラクター

「ざまりん」
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住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会
（第２回）令和５年８月１日
座間市福祉部参事兼福祉事務所長兼地域福祉課長 林星一
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さ 座間市について

し 「（す）まいのひとつ前の話」

す 「住まい支援の取組について」

せ 「生活困窮者自立支援制度」

そ ソーシャルワークの現場の声
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【人口】 130,753人 【世帯数】 59,885世帯

（令和５年４月1日現在） 【面積】 17.57㎢（４キロ四方）
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『誰も断らない こちら神奈川県座間市生活援護課』
（篠原匡著/朝日新聞出版/令和4年6月)

座間市の「断らない相談支援」事業の立ち上げ、地域と行政が連携した
「チーム座間」の成立、現場の相談支援の様子などが描かれたルポルタージュ。
※生活援護課（生活保護制度・生活困窮者自立支援制度などを所管）

令和5年度から新設された「地域福祉課」。
“断らない相談支援”を掲げる。
地域共生社会、自殺総合対策も所管し、
生活困窮者自立支援制度と一体的に取り組む。

さ 座間市について



さ 座間市について
民間社宅団地再生と地域再生の連携 座間ホシノタニ団地の概要
小田急電鉄㈱社宅からホシノタニ団地へ

（駅前の95戸の空き家社宅を 借上げ公営住宅+民間賃貸住宅+子育て支援施設・カフェ・貸農園へ）
１ 基本的な事項
（１）竣工年
〇 1号棟 1962年竣工 壁式 〇 2号棟 1961年竣工 壁式 〇 3号棟 1965年竣工 ラーメン 〇 4号棟 1970年竣工 ラーメン
（２）計画の概要
〇 1・2号棟 大規模改修後、借上げ公営住宅へ ４０戸 座間市借上げ公営住宅
〇 3・4号棟 小田急電鉄でリノベーション（耐震補強含む） ５５戸 賃貸住宅

3号棟の1階2戸分 農家カフェ（現在はランドリーカフェ「喫茶ランドリーホシノタニ団地」） 4号棟の1階3戸分 子育て支援センター（座間市が賃貸）

※参考資料１に詳細
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生活困窮者自立支援法「自立相談支援事業」
福祉事務所設置自治体 必須事業

厚生労働省
「生活困窮者自立支援制度に係る自治体事務マニュアル」P１６

“４ 対象者の捉え方及びその把握・アウトリーチ

法の対象者については、これまでも現行の生活困窮
者の定義のもとで「断らない相談支援」が実践され、
縦割りの制度で対応できなかった複合的な課題を抱
える方々を広く対象として、就労支援のみならず、家
計改善支援や住まいの確保など個々の生活困窮者
の状況に応じて包括的な支援を実施することにより、
その自立の促進を図ってきた。
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生活困窮者自立支援制度の対象者

「就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情に
より、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することがで
きなくなるおそれのある者（生活困窮者自立支援法第3条）」。

相談者がそうした「おそれのある」状態にあるかどうかは広く相
談を受け付け、話を聞くことからしか分かりません。

また生活困窮状況の原因となる課題は複合的であり、その程度
もさまざまです。
このため事業開始1年目（平成27年度）に本市の自立相談支援
事業では「相談を断らない」事を決めました。

し 「（す）まいのひとつ前の話」



生活困窮者自立支援事業

自立相談支援事業（H27.4～）
相談支援・就労支援・住居確保給付金の給付

家計改善支援事業（H28.7～）

就労準備支援事業（Ｈ29.10～）

子どもの学習・生活支援事業
（相談員配置H27.4~/居場所づくりＨ30.7~）

無料職業紹介事業（H27.11～）

一時生活支援事業
地域居住支援事業(R2.4~)

（居住支援推進事業R1.7~R2.3)

ひきこもりサポート事業（居場所）
(R3.6~）

自立相談支援事業（アウトリーチ支援）R2.8~

市役所の機能を活かして相談につなげる
複合的な課題を抱えている相談者像の顕在化
初回アセスメント115件中 446個の課題（H30年度）

→1人当たり 3.88個
・経済的困窮 70 ・病気 48

・家計管理の問題 39 ・就職活動困難 32

・メンタルヘルス 31 ・家族関係 28

・社会的孤立 26   ・債務 26

・障害（疑い） 23 ・住まい不安定 20

行政・制度だけでは
対応できない課題に直面

力を貸して下さい！

個別支援を通じて中間的就労
食料支援・居住支援など、
行政・制度だけでは対応できない
課題の解決のために地域の方々に
協力を求めた。
→「支援の実態づくり」につながった。

「自立相談支援事業」
・経済的困窮 ・病気
・メンタルヘルス ・家族関係

「無料職業紹介事業」
・就職活動困難

「家計改善支援」
・家計管理の問題
・債務

「就労準備支援事業」
・ 社会的孤立・障害（疑い）

「一時生活支援事業/地域居住
支援事業」
・住まい不安定

相談者の抱えている課題、
支援の実態の顕在化
→「事業化」へ
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個別支援を通じた協働・連携から
作られる支援体制

し 「（す）まいのひとつ前の話」



し 「（す）まいのひとつ前の話」 庁内連携の重要性

市役所の機能を活かして相談につなげる

①「連携通知」（※）に関係する所属の長を集め、

制度説明会を実施。生活困窮者自立支援制度施行と

連携通知の概要について説明した。

→連携内容については所属毎に異なるため個別に係レベルで説明

調整する旨、了解を求めた。

②連携通知に関係する所属（係レベル）を回り、

制度説明、連携内容の確認を実施

→市民との接点が生じる職員（非常勤であることも多い） の理解が

重要。

③相手先部署の困りごとの文脈で
話を聞き、具体的な連携につなげた。

（例）税の滞納徴収に困っている
キーパーソンになる家族がいない
ひきこもりの担当部署って？

④はじめの1件を大事にする。
※庁内連携による課題解決の

成功体験を共有

⑤「庁内連携体制」の萌芽
「はじめの1件」「はじめの1人」から。
「はじめの1人」がリピーターになる事
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※通知「生活困窮者自立支援制度と関係制度等との連携について」

税の滞納相談窓口での相談
「失業のため収入がなくなり支払えない」

！「（自立サポート担当につないでみよう）」
⇒窓口職員が同行し自立相談支援窓口へ

後日、分納相談にきたご相談者からの声
「あの窓口を紹介してくれてありがとう。」

＜生活困窮者自立支援制度開始当初＞

生活保護制度と同じ課であったため、生活保護非該当の相談を
継続相談することからはじめたが、早期支援の必要性を痛感。



包括的支援体制構築専門部会
（現：包括的支援体制構築ワーキングチーム）
※副市長を委員長とする「行政改革推進委員会」に全庁横断的な
専門部会を設け、 平成29年9月~から活動開始。
＜委員長指示内容＞
複合的な課題を抱える市民に対して、庁内窓口等の連携を図り、
全ての人が生きることに希望を持てるよう
生活全般にわたる包括的な支援を提供する仕組みを整備すること。
市民からの相談に対しての庁内ルールや、連絡体制の検討を行うこと。
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取組の効果の例
「どうしたらよいかわからない」
へ支援を届けます。
（「広報ざま」令和2年8月1日号）
アウトリーチ支援開始時、
広報担当職員考案の見出し。

「広報をみました。どうしたらいいのか
わかりません。」
という電話が入った。
➡債務・メンタルヘルス・高齢…

(複合的な相談内容)

主訴がはっきりしなくても、
相談を受けとめる姿勢の重要性が
理解されてきたという手応え。

し 「（す）まいのひとつ前の話」 庁内連携の重要性

市役所の機能を活かして相談につなげる



https://www.townnews.co.jp/0403/2020/01/10/513422.html

★相談内容をシートで共有 たらい回しを防ぐ 座間市が県内初の試み
神奈川新聞 | 平成30年12月17日

「つなぐシート」
東京都足立区の取り組みを参考に
H30.9月より試行を経て実施。
相談者が多様な問題を抱えている場
合一つの窓口での解決はなかなかで
きず複数窓口の案内が必要な場合も
あるため、複数窓口間における連携を
スムーズにするためにシートを作成。
複数窓口間における連携をスムーズ
にするためのシート。 研修会「みんなが相談員〜マルっとざま〜」

「つなぐシート」の活用方法等：集合研修➡オンラインコンテンツ化

https://www.kanaloco.jp/news/government/entry-146526.html

★座間市相談支援事業を強化研修行い、全職員に啓蒙
タウンニュース | 令和2年1月10日

「相談チャート」
困りごとを説明でき
ない市民の相談支
援へのつなぎのた
めに、業務経験の長
い職員が行っている
「気づき」の技術の
共有を図る試み。

★小さな気づきを大きな安心へ 職員向けの「相談チャート」を作成
市プレスリリース |平成31年3月15日

https://www.city.zama.kanagawa.jp/www/contents/1614579257232/fi

les/210315-3.pdf

「相談ロゴ」
各課の作成するチラシ・通知に「相談ロゴ」を掲載し、生活に困ってい
る方を支援につなぐ試み。

市プレスリリース |平成31年3月15日
https://www.city.zama.kanagawa.jp/www/contents/1614579257232/fi

les/210315-2.pdf

「包括的支援体制構築ワーキングチーム」の取り組み

令和3年 臨時給付金
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し 「（す）まいのひとつ前の話」 庁内連携の重要性

市役所の機能を活かして相談につなげる

https://www.townnews.co.jp/0403/2020/01/10/513422.html
https://www.kanaloco.jp/news/government/entry-146526.html
https://www.city.zama.kanagawa.jp/www/contents/1614579257232/files/210315-3.pdf
https://www.city.zama.kanagawa.jp/www/contents/1614579257232/files/210315-2.pdf


「社会的孤立」と「包括的支援の必要性」

複合的な課題を抱えている相談者像
初回アセスメント115件中 446個の課題（H30年度）
・経済的困窮 70 ・病気 48

・家計管理の問題 39 ・就職活動困難 32

・メンタルヘルス 31 ・家族関係 28

・社会的孤立 26  ・債務 26

・障害（疑い） 23 ・住まい不安定 20
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庁内連携の重要性

庁内連携の推進が、
基礎自治体が実施するさまざまな支援
＝「いのちを守るサービス」を届けることにつながる。

し 「（す）まいのひとつ前の話」

生活困窮者自立支援制度の対象者
「就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情に
より、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができ
なくなるおそれのある者」（生活困窮者自立支援法第3条）

生活困窮者自立支援制度 はじめの３～４年で見えてきたこと

「住まい支援」
複合的な課題の中に住まい支援ニーズがある
住まい支援ニーズの背景に複合的な課題がある



個の支援を通じて
地域の方々と知り合う

（ご縁）

力を貸して下さい！

ダメもとです。
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行政・制度だけでは対応できない。
（制度適用や公的機関との連携だけでは対応できない課題が山積）

ex.中間的な就労に関すること、居住に関すること、一時的な食料支援等

“ダメもと”の例
外国籍の方の求職相談。
日本語がネックとなり、なかなか求職活動がうまくいかない。

そこで職員が昔、市広報を担当していた時に取材に行ったク
リーニング店で外国籍の方が多く働いていたのを思い出し、
“ダメもと”で電話した。当該クリーニング店の方から別のク
リーニング店の紹介を受け、無料職業紹介として求人登録。

今回のご相談者だけではなく、引き続き、外国籍の方への就
労紹介先としても継続することになった。

（求人先開拓＝社会資源開拓）

し 「（す）まいのひとつ前の話」 社会的孤立と包括的支援への対応

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制



多様な主体の参画による地域と行政が一体となった取り組み「チーム座間」

「座間市地域福祉課 自立サポート係」

（自立相談支援員・就労支援員・住居確保給付金担当・子ども健全育成支援員）

「座間市社会福祉協議会」

（家計改善支援事業・子どもの生活・学習支援事業・生活支援コーディネーター）

「生活クラブ生協/ＮＰＯワーカーズコレクティブ協会/さがみ生活クラブ生協」

（就労準備支援事業「はたらっく・ざま」/居場所事業「みんなの居場所 ここから」）

「厚木公共職業安定所（ハローワーク）」（生活保護受給者等就労自立促進事業）

「認定ＮＰＯきづき」「（社福）県央福祉会ブックカフェひばりが丘」（認定就労訓練事業）

※障害福祉サービス事業所

「社会福祉法人中心会 ユニバーサル就労支援事務局」（社会福祉法人公益事業）

「神奈川県弁護士会 貧困問題対策本部」（生活困窮者自立支援事業助言弁護士）

「相談オフィスわ～くすけあ」（アウトリーチ等の充実による自立相談支援機能強化事業）

「株式会社シグマスタッフ」（県事業/生活困窮者等就労体験・就労訓練先の開拓・マッチング事業）

「社会福祉法人足跡の会」（助葬事業/令和２年～４年度 座間市相互提案型協働事業）

生活困窮者自立支援制度の対象者は
「就労の状況、心身の状況、地域社会と
の関係性その他の事情により、現に経
済的に困窮し、最低限度の生活を維持
することができなくなるおそれのある者
（生活困窮者自立支援法第3条）」とされ
ています。

相談者がそうした「おそれのある」状態
にあるかどうかは広く相談を受け付け、
話を聞くことからしか分かりません。

また生活困窮状況の原因となる課題
は複合的であり、その程度もさまざまで
す。このため事業開始1年目（平成27年
度）に本市の自立相談支援事業では
「相談を断らない」事を決めました。

さまざまな相談に向き合う中、制度の隙
間に陥った相談者の複合的な生活課題
を解決するには、行政や制度の力だけ
では足りないことがわかってきました。

目の前の相談者の困りごとを解決する
ために、地域の方々の力を貸してもらう
ことが増えていき、個別支援を通じて出
会った地域の方々との「ご縁」のつなが
りが支援のネットワークとなっていきまし
た。
そうした経緯から生まれたのが、
生活困窮者自立支援の

「チーム座間」です。
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し 「（す）まいのひとつ前の話」 社会的孤立と包括的支援への対応

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制

包括的な支援体制を構築する中で感じた課題意識
「（す）まい支援を含む包括的相談支援体制の課題」

（社会的孤立に対応する）
「（し）まい」（終い）に向けた体制づくりも必要なのではないか



13し 「（す）まいのひとつ前の話」 社会的孤立と包括的支援への対応

「しまい」（終い）に向けた支援体制づくり

座間市相互提案型協働事業（令和２年～４年）
「無縁遺骨を縁のある遺骨に変え適切に埋葬する事業」
社会福祉法人足跡の会と市・生活援護課（当時）との協働事業。
相談会・セミナーの実施、助葬、合祀墓への埋葬支援等を通じた啓発活動などを実施。

「無縁遺骨を縁のある遺骨に変え適切に埋葬する事業」パンフレット



ある日、市内で高齢者の生活支援や住まいのサポートを実施している
「ＮＰＯ法人ワンエイド」に訪問した時のことでした。ワンエイドさんは活
動開始当初は、高齢者への生活支援を中心に活動していましたが、高
齢者の様々な生活ニーズに応じていくうちに居住に関するサポートも
はじめた団体でした。

これまでの取り組みを通じて高齢者や母子家庭等の生活困窮が見え
てきており、自分たちの団体でできることがあれば是非協力させてほし
いとのお申し出をいただきました。ちょうど、当座の生活をしのぐための
食料の確保について苦慮している頃でしたので、思い切ってダメ元で
フードバンクに取り組んでいただけないかとお願いしたところ、ふたつ
返事で「はい、やらせてください」とのこと。それからすぐに市内での
フードバンク活動がはじまりました。ＮＰＯ法人ワンエイドさんとの連携
はここからはじまりました。
※高齢者住宅財団発行「財団ニュース150号」より

NPO法人ワンエイド（居住支援法人） との協働

（内閣官房）第2回孤独・孤立フォーラム（令和3年7月1日）
「生活困窮（食と住を中心として）」登壇国土交通省会議資料等でも紹介

14す 「住まい支援の実際について」

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制



NPOワンエイドとの連携事例（一時生活支援事業実施前）

・ホームレス状態になった高齢者への支援
市税滞納による差し押さえから家賃未納→ホームレス状態に
⇒市税滞納により収納課から自立相談支援事業につながる。
（差押解除の調整/アパート入居相談/食料支援/見守り）

・ネットカフェ生活者
⇒市税滞納により収納課から自立相談支援につながる。
（アパート入居相談/家計改善支援・税分納相談）

・社員寮からの退去
⇒建築住宅課（市営住宅の相談）から自立相談支援につながる。
（就労支援/アパート入居相談/引っ越し作業）

・世帯主の傷病（うつ病）による収入喪失、住宅ローンが支払えない。
⇒障がい福祉課（精神保健担当）より自立相談支援につながる。
（妻の就労支援/アパート入居相談/物件売却/家計改善支援）

15す 「住まい支援の実際について」

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制



行政、相談支援

不動産事業者、
大家さん

NPO

相談者

それぞれがバラバラに相談者に関わっている状態

16す 「住まい支援の実際について」

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制



行政、相談支援

不動産事業者、
大家さん

NPO

相談者

①支援を通じて「つながり」が出来た段階。
まずはお互いの事業について知ることが必要。

17

お互いの事業の理解

お互いの事業の理解 お互いの事業の理解

す 「住まい支援の実際について」

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制



行政、相談支援
の立場

不動産事業者、
大家さんの立場

NPOの
立場

相談者

②個別支援を通じて連携・理解が深まることで、「立場」に対しても理解が進む。

18

お互いの立場の理解

お互いの立場の理解 お互いの立場の理解

お互いの事業の理解

お互いの事業の理解 お互いの事業の理解

す 「住まい支援の実際について」

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制



行政、相談支援
の立場

不動産事業者、
大家さんの立場

NPO等の
立場

相談者

③居住支援の取り組みを事業化する必要性を認識

19

お互いの立場の理解

お互いの立場の理解 お互いの立場の理解

お互いの事業の理解

お互いの事業の理解 お互いの事業の理解

「住まい支援を行う中で複合的な課題に気づく」

複合的な課題の中に住まい支援ニーズがある

す 「住まい支援の実際について」

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制



「座間市生活困窮者自立支援地域ネットワーク研修事業」

神奈川県居住支援協議会と連携し、研修会を共催。

県居住支援協議会の持つ不動産関係者の
ネットワークと地域の福祉関係者（地域包括支援セン
ター・相談支援事業者等）をつなげ、
関係づくりを通じて地域課題の共有をはかる試み。

20す 「住まい支援の実際について」

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制



2019年度（令和元年度）新規事業として予算化

居住支援推進事業（その他事業）
※プロポーザル方式により選考

⑴ 住宅困難者が安定した住まいを確保できるよう、住まいに関する相談窓口を設置し相談に応じるとともに、

希望に沿った賃貸物件情報の収集及び紹介

⑵ 住宅困難者への定期的な見守りや生活相談等、生活支援

⑶ 不動産関係者、福祉関係者、居住支援協議会の有する物件や、居住支援サービスの情報を収集し、

不足しているものについては担い手を開拓

⇒ 2019年度（令和元年度）7月から開始

21

2020年度（令和２年度）
一時生活支援事業/地域居住支援事業開始

す 「住まい支援の実際について」

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制

更なる大きな課題が



行政、相談支援

不動産事業者、
大家さん

居住支援法人

相談者

④取り組みを広げていく仕組みが必要

22

お互いの立場の理解

お互いの立場の理解 お互いの立場の理解

お互いの事業の理解

お互いの事業の理解 お互いの事業の理解

一時生活支援事業・地域居住支援事業

す 「住まい支援の実際について」

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制



行政、相談支援

不動産事業者、
大家さん

居住支援法人等

相談者

プラットホーム（居住支援協議会）の検討

23

お互いの立場の理解

お互いの立場の理解 お互いの立場の理解

お互いの事業の理解

お互いの事業の理解 お互いの事業の理解

す 「住まい支援の実際について」

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制



「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」（国土交通省）

庁内において居住支援に関する施策や住宅セーフティネットに関する施策について主
管部署をどの部署とするか等の調整が不十分であり、居住支援協議会設立に向けた
動きに至っていない。

居住支援には、住まいの確保等に関する支援（ハード）と住まいでの暮らしに関する支援（ソ
フト）が必要であると考えている。保証人や“身寄り”の問題など、単身高齢者の問題を中心
に課題は顕在化してきているが、基礎自治体にハードとソフト両面に関して関係者が集い、
課題を共有・解決していくためのプラットホームがなく、有効な施策が打てない状況を問題と
考えている。

応募理由

住宅セーフティネットについての勉強会（2019.10.25） 県居住支援協議会研修会（2019.1.16） 住まいに関する支援の勉強会（2020.2.13）

３度の勉強会等の開催を通じて、住宅部局との課題共有を進めた。

24す 「住まい支援の実際について」

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制



住宅部局との連携による取り組みの深化（令和２年～）

市営住宅の保証人要件廃止
・令和２年３月議会に条例改正案を上程→改正（令和２年４月から）

一時生活支援事業/地域居住支援事業を開始（4月）
・居住支援推進事業を強化

コロナ離職者の市営住宅の一時入居を開始（7月）
相談支援・居住支援との連携により早期生活再建を目指す

座間市居住支援協議会設立（令和３年６月）

25す 「住まい支援の実際について」

個別支援を通じた協働・連携から 作られる支援体制

『座間市居住支援協議会』（事務局：地域福祉課）
＜会員＞50音順
一般財団法人高齢者住宅財団/公益社団法人神奈川県宅地建物取引業協会相模南支部/公益社団法人 かながわ住まいまちづくり協会
公益社団法人 全日本不動産協会神奈川県本部さがみ支部/座間市※/座間市障がい児者基幹相談支援センター/社会福祉法人座間市社会福祉協議会
社会福祉法人足跡の会/特定非営利活動法人神奈川県空き家サポート協会/特定非営利活動法人ワンエイド/ホームネット株式会社

※座間市（庁内）
人権・男女共同参画課(人権・男女共同参画係)/市民広聴課(市民広聴係)/こども家庭課(こども相談係)/

地域福祉課(参事兼課長/地域福祉係/自立サポート係)/長寿支援課(長寿支援係)/障がい福祉課(障がい者支援係)/生活支援課(支援第1係：生活保護)

都市整備課(住宅政策担当課長/市街地整備係/市営住宅係)



・東北地方の人口2万人ほどの小さな街で生まれ育った。

・実家は商売を営み、父母・姉・兄・主の5人で暮らしていた。

・高校卒業後、地元の中小企業に就職。

・20代で結婚、２児をもうけ、20年前にマイホームを購入。

◎収入に対して住宅ローンが大きく、カードローンを利用したことから

債務が大きくなり自転車操業状態へ➡借金総額が２０００万円超

◎妻と離婚、親権は妻へ

◎退職金で借金を返済しようと考え、27年間勤務した会社を退職

◎再就職した飲食店のバイトになじめず、何もかも嫌になり軽バンで出奔。

➡「最終的に東京でホームレスになり、最後は路上で野垂れ死ぬ」

★たどりついた市内不動産店から自立相談支援事業に相談がつながる
★就労支援によりアパート付き(寮）の仕事（派遣）が見つかり就職。
★家計改善支援事業（座間市社協）により債務整理、
自分でアパートを借りるための入居費の貯蓄などを支援。

★地域居住支援事業によりアパートに入居。

◎障がい者支援施設の正社員として就職。
◎故郷の姉が自宅を購入。交流再開、帰郷。

「怒られると思いましたが、終わったことは仕方ないって。いい話ができました」

26
す 「住まい支援の実際について」

生活困窮者自立支援制度を活用した包括的支援事例①志村恭介さん（仮名）



・座間市内で30年以上、美容院を営んできた。

◎2020年4月。「緊急事態宣言発令でお客さんが誰も来ない。」

◎翌月の5月に借りている店舗兼自宅の契約更新がある。

◎高齢（70歳間近）になってきたため美容師の仕事に見切りをつけようとも考えていた。

しかし、美容師を廃業し物件の契約更新を見送れば、自宅と仕事を同時に失う。

◎大家さんに数十万円の保証金を預けているが、原状回復しなければ返ってこない。

◎手持ちのお金はほとんどない。

・就労支援による転職支援➡無料職業紹介事業（直営）の活用
・「後払いで原状回復の作業をお願いできる工事業者の紹介」を依頼（泣きのお願い）
・自宅の転居先の確保を支援（地域居住支援事業）

→仕事が決まっていたので審査が通りやすかった。

https://note.com/asahi_books/n/nebdfe11f7d5a ( 朝日新聞出版さんぽ）

相談員
「チーム座間の何が欠けても、うまくいかなかったと思います。引っ越しが
終わった時は、本当にほっとしました。」

27

「とにかく当時は支援のためのアイテムがなかったですから。相談者に法テラスのチラシを渡して、『ここに相談し
てはいかがでしょうか』というような状態でした。」 （立ち上げ当初からの相談員の言葉/『誰も断らない』ｐ２１４）

す 「住まい支援の実際について」

生活困窮者自立支援制度を活用した包括的支援事例②竹内スミ子さん（仮名）

https://note.com/asahi_books/n/nebdfe11f7d5a


『し 「（す）まいのひとつ前の話」』
『す 「住まい支援の実際について」』 まとめ

・自立相談支援事業・庁内連携「断らない相談支援」における、
相談内容等の把握・検証から居住支援の必要性に気づいた

➡基礎自治体が「ニーズ」をとらえる必要がある
「居住支援のニーズを把握するため、各自治体において、ホームレス及び不安定居住者から

の相談内容等を把握・検証すべきではないか」
（R4.4.26「生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理」P60）

・居住支援は行政・既存の制度だけでは対応できない。

➡ 「ニーズ」をもとに既存の制度をフル活用することも必要
（生活困窮者自立支援制度：任意事業の実施など）

・個別支援を通じた協働・連携から支援体制が出来上がる

➡ 「住まいの確保」だけではない包括的な支援が必要

28



「住宅確保要配慮者に
対する賃貸住宅の供給
の促進に関する法律」

「社会福祉法」
「生活困窮者

自立支援法」

「孤独・孤立対策
推進法」 「自殺対策基本法」

（住宅確保要配慮者の
生活の安定及び向上に
関する施策等との連携）
第五十六条

国及び地方公共団体は、
住宅確保要配慮者に対
する賃貸住宅の供給の
促進に関する施策を推
進するに当たっては、住
宅確保要配慮者の自立
の支援に関する施策、
住宅確保要配慮者の福
祉に関する施策その他
の住宅確保要配慮者の
生活の安定及び向上に
関する施策並びに良好
な居住環境の形成に関
する施策との連携を図
るよう努めなければなら
ない。

（福祉サービスの提
供体制の確保等に関
する国及び地方公共
団体の責務）
第六条

２ 国及び地方公共
団体は、地域生活課
題の解決に資する支
援が包括的に提供さ
れる体制の整備その
他地域福祉の推進の
ために必要な各般の
措置を講ずるよう努
めるとともに、当該措
置の推進に当たつて
は、保健医療、労働、
教育、住まい及び地
域再生に関する施策
その他の関連施策と
の連携に配慮するよ
う努めなければならな
い。

（基本理念）
第二条
２ 生活困窮者に対する自
立の支援は、地域における
福祉、就労、教育、住宅そ
の他の生活困窮者に対す
る支援に関する業務を行う
関係機関（以下単に「関係
機関」という。）及び民間団
体との緊密な連携その他必
要な支援体制の整備に配
慮して行われなければなら
ない。

（市及び福祉事務所を設置
する町村等の責務）
第四条 市（特別区を含
む。）及び福祉事務所（社会
福祉法（昭和二十六年法律
第四十五号）に規定する福
祉に関する事務所をいう。
以下同じ。）を設置する町村
（以下「市等」という。）は、こ
の法律の実施に関し、関係
機関との緊密な連携を図り
つつ、適切に生活困窮者自
立相談支援事業及び生活
困窮者住居確保給付金の
支給を行う責務を有する。

（基本理念）
第十一条

国及び地方公共団体
は、国、地方公共団体、
当事者等への支援を
行う者、地域住民その
他の関係者が相互に
連携と協働を図ること
により、孤独・孤立対
策に関する施策の効
果的な推進が図られる
ことに鑑み、これらの
者の間における協議の
促進その他の関係者
相互間の連携と協働を
促進するために必要な
施策を講ずるよう努め
るものとする。

（関係者の連携協力）
第八条

国、地方公共団体、医
療機関、事業主、学校
（学校教育法（昭和二
十二年法律第二十六
号）第一条に規定する
学校をいい、幼稚園及
び特別支援学校の幼
稚部を除く。第十七条
第一項及び第三項に
おいて同じ。）、自殺対
策に係る活動を行う民
間の団体その他の関
係者は、自殺対策の総
合的かつ効果的な推
進のため、相互に連携
を図りながら協力する
ものとする。

29せ 「生活困窮者自立支援制度」について
キーワードは「連携」



30せ 「生活困窮者自立支援制度」について
キーワードは「連携」。しかし…実際の連携は簡単ではない。

「住まい支援」 における連携で注意すべき点（初期の実践から）

「住まい支援を行う中で複合的な課題に気づく」「複合的な課題の中に住まい支援ニーズがある」

自立相談支援事業 居住支援法人

「入居の支援お願いします」

入居相談時に入居支援より前に整理す
べき課題があることが明らかになる場合
も少なくない。

住まい支援において連携するための「立場」の理解、
アセスメントや情報共有の「スキル」や「仕組み」が求められた。

つなぎ戻しの発生

「一時生活支援事業の従事者に対しては、支援対象者の特性の見立てや居住支援の包括性、庁内連携の推
進について研修を実施する必要があるのではないか」（R4.4.26「生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理」P60）

居住支援に関する研修の強化が必要
（自立相談支援事業・一時生活支援事業・地域居住支援事業）



そ ソーシャルワークの現場の声
（介護保険）相武台地域包括支援センターから １/2

＜過去の相談履歴から＞

事例① 80歳代女性
保証人になる娘と一緒に不動産屋まわりをしたが高齢者の一人暮らしが条件であるため、借
りることが出来ない。
→高齢であり、さらに独居であることから保証人がいても賃貸住宅を借りることができない。

事例② 90歳代男性
居宅内を汚すことが多くなり、それを見た大家が退去を求めている。
→程度の差があるが、部屋を汚す・ゴミ屋敷を化していること＝部屋の管理ができていない
ことを理由に退去を求められることがある。

事例➂ 70歳代男性・80歳代女性の夫婦
家賃を大家へ振り込む方法をとっていたが、認知機能の低下により振り込みができなくなる。
家族が代理で入金しようとしても入金先が不明なため対応できない。
大家が集金をすればよいが、大家も高齢であり訪問での集金や督促ができなくなっていた
ため長期間の滞納となる。

→認知機能の低下により、家賃の支払い自体が困難になる。
集金代行業者を利用しない場合には、家族による対応が困難になることがある。
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そ ソーシャルワークの現場の声
（介護保険）相武台地域包括支援センターから 2/2

＜過去の相談履歴から＞

事例④ 80歳代女性
分譲マンションに居住しているが、管理費の滞納が長年続いており管理会社から再
三の督促があっても応じない。他の住民の郵便物や新聞をポストから抜き取るようになり、
退去を求められる。
→分譲住宅であっても費用の支払いがあり、認知機能が低下して以降に支払いをめぐっ
てトラブルが発生する。

事例⑤ 80歳代女性
生活保護利用者であるが、木造アパートの2階に下肢機能の低下した高齢者が住み続
けており、外出に支障がある。
→居住先の賃貸住宅の選定やその後の状態変化による住み替えに生活保護担当者
が積極的に関与しないことから本人の身体状態に適さない住環境での生活を続けて
いる。
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そ ソーシャルワークの現場の声
(障がい福祉）アガペサポートセンター（相談支援事業者）から １/2

事例① 30歳代・女性
知的障がいがあり、療育手帳A1（最重度）を取得している。
こだわりが強く、破壊行為もあり、他入居者への影響も心配して、入所施設が見つから
ない。神奈川県では、県立の入所施設を縮小していく方向性が示されており、最重度
のケースは、24時間ヘルパー複数対応でひとり暮らしをモデルとして示されているが、
そもそも破壊があるケースで賃貸物件を見つけるのは容易でない。

事例② 30歳代・男性
知的障がいがあり、療育手帳B2（軽度）を取得している。
聴覚の感覚過敏があり、被害的に物事をとらえる傾向があり、物を外に投げて近隣トラ
ブルが避けられない。賃貸物件の契約が解除となったが次の住まいが見つからず、無
料低額宿泊所に入居しているが、本人の望む生活ではない。

事例③ 30歳代・女性
知的障がい・精神障がいがあり、療育手帳B1（中軽度）・精神保健福祉手帳1級を取得
している。精神科病院からの退院時の住まいにおいて、今までグループホームでは人
間関係でトラブルになることが多く、ひとり暮らしを希望。不動産店では、精神障がいが
あると紹介できる物件は限られると話があった。結果的には、知人の伝手で物件を見
つけることが出来た。
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そ ソーシャルワークの現場の声
（障がい福祉）アガペサポートセンター(相談支援事業者）から 2/2

事例④ 50歳代・男性
視野狭窄による視覚障害があり、身体障害者手帳5級を取得している。
無料低額宿泊所に入居していたが、ひとり暮らしの希望が上がる。視覚障害があること
で火元の管理が不安と断られることが多かった。

事例⑤ 50歳代・男性
知的障がいがあり、療育手帳B1（中軽度）を取得している。
両親と住んでいた賃貸物件で、両親が逝去後も暮らしている。家屋の老朽化が進んで
おり、もし転居を迫られた場合、賃貸物件を探すのは難航すると思われる。
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そ ソーシャルワークの現場の声
（ 障がい福祉）特定非営利活動法人roots(相談支援事業者）から １/2

（特定非営利活動法人rootsの支援からみえること）
１．住居を探している方への支援
相談支援の中で、「住まいを探している」という方は少なからずいます。rootsで対応するケース
のほとんどは、精神障害又は発達障害をお持ちの方です。
＜今までの対応から見えることを以下にまとめました。＞
・見つけた方は、皆さんご自身で不動産を回り見つけている
・支援者が不動産屋に同行して見つかったことがない。支援者が付き添うと、余計に見つから
ない印象です
・本人または家族が議員に相談し、見つけたケースが複数います。
＜見つからない要因を以下にまとめてみました＞
・「精神障害（発達障害）」のために断られるという印象
トラブルがあるケースというイメージがある様子、 トラブルを実際に経験したことのある不
動産事業者も多いようです
・ご本人が、「何度も確認のために電話をする」「内見予定のキャンセルや時間変更が多い」
「いくつもこだわりが多く、妥協できないことが多く、好みの物件がない」「保証人協会の利用
を希望」というケースが断られることが多いようです。対応の仕方や態度で面倒なイメージが
強いと断られてしまうようです
・精神障害だけではなく、発達障害の特性や知的障害のB2等軽めの方が対応困難と感じら
れやすく、ご本人も不動産屋の態度が気に入らないことが増え、交渉成立しないことが多い
と思います（ご本人から断ってしまう場合もある）
※法人としては、「障害特性で対応困難と感じられてしまう」というところに、なんとか取り組んでいきたいと思っています。
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そ ソーシャルワークの現場の声
（障がい福祉）特定非営利活動法人roots(相談支援事業者）から 2/2

２ 継続して住み続けていくための支援
rootsで受けている相談内容には、そこに住み続けていくための支援も求められ、
対応しているケースもあります。
「家主（不動産）とうまくやり取りができない」「隣人の騒音に家主（不動産）が対応してくれない」
「部屋の修理をしてくれない（家主からするとクレームが多いと感じる？）」
「家賃滞納」→家族からの相談が多い。肩代わりして支払っているが何とかしたい。
上記の内容のケースの場合の多くは、支援者の介入があれば暮らし続けていけると思います。

＜まとめ＞
相談対応から見えたことをまとめてみました。
・「住宅確保要配慮者」として、支援を受けた方が良い方の多くは、複数の要件を持っている
・在宅だった方が入院（入所）をし、退院後の住まいを探すことが困難
・在宅で家族と同居していた方が、虐待や死別、入院入所等の理由で単身となった場合の住ま
いを探すことが困難
・住宅確保要配慮者は、「住み続けていくためにも支援が必要」なことが多い
・住み続けていくための支援は「見守り」と称して、幅広い内容が含まれており、対応する支援者
が少ない又は事業者が他分野にまたがるため連携が必要
・「見守り」には、訪問、同行、電話対応、マネジメント、通訳や代弁機能を含めたマネジメント機
能、連携を図るつなぎ役等、多岐にわたる機能を求められる

・「見守り機能」を実施するためには、本人、家族、近隣との信頼関係の構築が必須
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そ ソーシャルワークの現場の声
（ 権利擁護）座間市成年後見利用促進センターから １/2

「衣食住」住まいの安定については精神的な安定につながる大きな問題
であると認識しています。 中核機関として開所後、1年3ヵ月の間にも下記相談が多く
寄せられています。
65歳以上の年金生活になった場合や高齢者の二人暮らしから単身になった場合の賃
貸家賃の問題、 、独身の方でアパートの後始末の心配などが多いです。

◎賃貸の家賃の支払の問題→夫が亡くなった等生活の変化

◎保証人がいない問題（兄弟等も高齢で亡くなった）

◎自分に何かがあった時に準備をしておきたいが、費用面で任意後見や死後事務委
任契約が難しい。

◎８０５０問題が表面化。
それぞれの住まいを探す問題等

◎自宅の老朽化・しかしお金がないので修理が出来ない。
転居も出来ない。
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そ ソーシャルワークの現場の声
（ 権利擁護）座間市成年後見利用促進センターから 2/2

◎県営住宅などの公営住宅の手続きが複雑、退去する時の原状回復等の困難さ。
他県には申し込みが出来ない等。事務手続きの簡略化

◎保証人が立てられない方の入居のあり方
→地域包括支援センター等との連携も必要

◎ＵＲの家賃→生活の変化があった時の対応を。
家賃補助、シルバーハウジング棟を増やす等

◎市営住宅のあり方
→事務手続きの簡素化や、福祉との連携
→更新手続きが出来ず、地域包括支援センターが支援をしていた。
住宅と福祉の連携の必要性。

◎（住宅施策において）地域包括支援センター、ケアマネジャー等の仕事の範囲を超
える部分について福祉職との連携の仕組みを検討すべき。

◎任意後見のあり方を士業の先生方、福祉職、社協、行政で何か検討できないか
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そ ソーシャルワークの現場の声
（ 生活保護）NPO法人ワーカーズコレクティブ協会から １/2

（居住不安定者等居宅生活移行支援事業）

「はたらっく・ざま」 においてはチーム座間のもと、自立サポート相談を軸にそれぞれの
事業特性を生かした役割分担をしていますが、「はたらっく・ゆがわら」においては２０１９
年より神奈川県から就労準備支援事業、居住不安定者等居宅生活移行支援事業、子
どもの学習支援事業を共同企業体形式で受託しており、利用者の実態が見えてきまし
た。

まず、この事業の対象者はホームレス状態の方ですので、居宅での暮らしが可能な方
が出たら生活保護のCWから連絡が来ることになっています。物件は、この事業の開始
時に湯河原市内の全不動産屋さんに出向き提供可能な物件がどのくらいあるのか把握、
協力をお願いしておりますが、実際は緊急連絡先探しに翻弄しているのが現状です。
利用者に何とかお願いできそうな人を見つけてもらいますが、最初のステップを低くで
きないかと思っています。めぼしい物件の内覧同行、転居にむけた準備、引っ越し、「は
たらっく」で、転居先のもろもろの手続きの説明やサポートをしています。
転居後１年間の定着支援として生活面でのサポートを中心に実施していますが、就労
準備支援事業の生活訓練講座同様に、調理実習、健康づくり、金銭管理、サロン茶話
会などを実施、アパートでの暮らしぶりや健康状態を把握しています。スタッフや新しい
環境に慣れてくると毎月１回、「はたらっく」に来てお話をして帰る利用者もいます。１年
経ても利用者はそのまま支援の継続を願う方が大半です。
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そ ソーシャルワークの現場の声

現在の利用者の年代は40代から６５歳までの方で、障害がある方もいます。就労準備
も実施しているので、転居後、就労準備を利用する方もいらっしゃいます。何か困ったこ
とがあったらいつでも相談できる関係が良いのだと思います。実際、病気になって入院し
たり、けがをしてどこへ行ったらよいかわからない利用者に病院を探して紹介したり、就
労準備の利用者と一緒にクリスマス会に参加したり、小さなコミュニティに触れるように
なりました。

不動産屋さんからは、はたらっく があるので安心して貸せるとの評価をいただくように
なりました。多分、個人との契約関係では不安な方たちですので、不動産屋さんにとって
も何かあったら相談できる人が必要で、「はたらっく」 がその役割を果たしています。

利用者が地域で安心して暮らし続けることができるためには、安心できる場所がある
かどうかです。自分のことを理解してくれる人達がいて、そこに居場所があって、ニーズ
に応じて就労や生活支援につながる場でもあるのが理想で、居住不安定者等居宅生活
移行支援事業は限界があります。

居住支援法人が具体的な支援を行い、居住支援協議会のネットワークで幸せな出口
をつくれたらと思います。

（ 生活保護）NPO法人ワーカーズコレクティブ協会から 2/2

（居住不安定者等居宅生活移行支援事業）
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そ ソーシャルワークの現場の声
（ こども・若者支援）あすなろサポートステーション（社会的養護自立支援事業）から

社会的養護を経験したケアリーバー含め、被虐待・ネグレクト等の影響により頼り先の少
ない若者が、居所を失った際に確保するための資金や、頼り先が少ないということが多々あ
るということがまだまだ知られていません。
今日、さまざまな要因で住居確保が困難になっている方がいらっしゃる中で、住居確保（ハ
ウジングファースト）が最優先の課題である「若者」がいることを皆さまに知っていただけたら
幸いです。参考までに資料を添付します。（参考資料２）

『そ ソーシャルワークの現場の声』まとめ

・生活困窮者支援、高齢者福祉以外の福祉領域においても、
「住まい」に関するニーズは広範に存在する。
・『本人と「住まい」』を中心とした生活支援のあり方については、
福祉分野の内においても横断的な議論が必要ではないか
（基礎自治体レベルの可能性/“地域生活課題”としての「住まい」）
（国・制度レベル/「？」 ）
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地方自治法
第一条の二 地方公共団体は、住民の福
祉の増進を図ることを基本として、地域に
おける行政を自主的かつ総合的に実施す
る役割を広く担うものとする。

“「住民の福祉の増進」は,自治体の福祉を所管する部局だけが担う業務ではなく,

地方自治体の本務であることを伝える条文である。”
（明治学院大学社会学部 新保美香教授「『社会福祉研究』第146号/書評「誰も断らない－こちら神奈川県座間市生活援護課－」）

42基礎自治体における庁内連携のために
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神奈川県委託社会的養護自立支援拠点事業

運営法人：社会福祉法人白十字会林間学校
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社 会 的 養 護 自 立 支 援 事 業 の 実 施 イ メ ー ジ

①支援コーディネーター（全体を統括）

＜児童相談所等＞

※ 児童の措置解除前に、支援担当者会議を開催し、退所後の生活等を考慮した継続支援計画を作成
※ 関係機関と連携しながら、継続支援計画に基づく支援状況を把握し、生活状況の変化などに応じて計
画を見直し

措
置
解
除

22
歳

②生活相談支援担当職員（生活相談支援）

③就労相談支援担当職員（就労相談支援）

⑥住居費支援（里親・施設の住居費費を支援）
⑦生活費支援（大学進学者等の生活費を支援）
⑧学習費等支援（進学希望者の学習塾費等を支援）

＜民間団体への委託等＞

（引き続き施設等に居住する児童）

※ 家庭復帰・自立した者の家賃・生活費については、「自立支
援資金貸付事業」の活用が可能

※ 措置解除後も特に支援の必要性が高く、施設等において居
住の場を提供する場合、措置費に準じて居住費等を支給。

※ 居住、家庭、交友関係・将来への不安等に関する生活上の相談支援
※ 対象者が気軽に集まる場を提供する等の自助グループ活動の育成支援

※ 安定した退所後の生活を確保するため、退所後の一人暮らし体験の支援 等

※ 雇用先となる職場の開拓 ・就職面接等のアドバイス
※ 事業主からの相談対応を含む就職後のフォローアップ 等

対象者の状況に応じて必要な支援を実施

⇒ 自助グループが特定日に児童養護施設等に赴いて入所児童の自立に
向けた相談支援を行う場合に必要となる経費を補助

（家庭復帰又は自立した児童）

④嘱託医等（医療連携支援）
※ 嘱託医等と契約するなど、医療的な支援が必要な者に対する支援を行う

※ 弁護士等と契約し、法律相談が必要となるケース（金銭・契約トラブル等）への
対応を行う

⑤弁護士等（法律相談支援）

※措置費による自立支援

○進学・就職等の自立支援や
退所後のアフターケアを担う
職員を配置し、退所前後の
自立に向けた支援を拡充
【令和２年度～】

【１か所当たり約580万円】

○就職の際に必要な被服類等や
大学進学等の際に必要な学用
品等の購入費等の支援
【児童１人当たり最大約28万円】

※引用 国説明資料
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① 生活相談・就労相談

② 法律相談

③ 医療連携支援

① 生活相談・就労相談

湘南地域

あ
す
な
ろ
サ
ポ
ー
ト
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の

サ
テ
ラ
イ
ト
と
な
る
相
談
室

県央地域

１ 身近な地域での
相談を求める若者
の声

２ 一時的な居所を
必要とする者の
増加

既設 新設＋機能拡充

② 法律相談

③ 医療連携支援

④ 居住機能を新設（１室）
・サテライトで緊急避難的な居所を提供
・毎年10件程度発生する居住喪失（可能性）に
伴う相談に対応

令和５年度からのあすなろサポートステーション事業

あ
す
な
ろ
サ
ポ
ー
ト
ス
テ
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令和３年度 退所後ケアの実施

①相談者属性

退所者（1,671名）
55%

入所児（74名）
2%

施設職員（575名）

19%

関係機関（528名）

17%

他支援者（84名）
3%

その他（128名）
4%

延べ３，０６０名

実人数２８６名

退所者（1,671名）

入所児（74名）

施設職員（575名）

関係機関（528名）

他支援者（84名）

その他（128名）

②相談方法

来所(275名）
9%

訪問（334名）
11%

電話（1,173名）
38%

メール等（1,185名）
39%

同行（103名）
3%

延べ３，０６０名

来所(275名） 訪問（334名） 電話（1,173名）

メール等（1,185名） 同行（103名）
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仕事(909)
15%

住居(689)
12%

家計(612)
10%

日常生活(1,179)
20%

障害(492)
8%

法律(192)
3%

教育・資格(237)
4%

家庭・育児(246)
4%

健康(359)
6%

精神的不安(623)
10%

生い立ち(83)
1%

人間関係(229)
4%

その他(201)
3%

のべ6,051件

のべ3,060名

仕事(909) 住居(689)

家計(612) 日常生活(1,179)

障害(492) 法律(192)

教育・資格(237) 家庭・育児(246)

健康(359) 精神的不安(623)

生い立ち(83) 人間関係(229)

その他(201)

③ケア種別
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【目的】 

児童養護施設で暮らしてきた若者には、さま
ざまな理由で住居を確保することが困難な場 

合があります。「臼井伸二未来へつなぐ基金
〜児童養護施設出身者の住居確保支援〜」
は、 神奈川県横須賀市・藤沢市の児童養護

施設を退所予定または退所した者に、賃貸住
宅への 入居に必要な住宅費用を給付します。

施設を退所して進学や就職したり、寮付きや
住み込 みの仕事を離職したりした際に、自立

の生活拠点を築くはじめの一歩を後押しして、
それ ぞれが目指す道へ進むための手助けと
なることを願います。 

住居確保のための助成金①
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１ 事業趣旨 

生活困窮その他の困難を抱える若者に対して、登録団
体を通じて社会に巣立つためのチャレンジ を支援する
ことを目的とします。

２ 対象
① 生活困窮世帯等（生活保護世帯・ひとり親世帯含む） 
② ケアリーバー 
③ 被虐待経験者
④ 不登校・ひきこもり 
⑤ ケアラー・ヤングケアラー
⑥ その他進学・就職・居住に関して困難を抱える者 

３．一人暮らしの費用
アパート契約の初期費用 25,000 円 敷金・礼金・家具・
家電等

住居確保のための助成金②
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